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令 和 ７ 年 度

佐 倉 市 予 算 書



.



佐 倉 市 一 般 会 計 予 算



.



議案第１号

令和７年度佐倉市の一般会計予算は、次に定めるところによる。

　　（歳入歳出予算）
第１条 　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ58,962,000千円と定める。
２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　　（継続費）
第２条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１２条第１項の規定による継続費の経費の総額及び年割額は、「第２表　継続費」による。

　　（繰越明許費）
第３条 　地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第３表　繰越明許費」による。

　　（債務負担行為）
第４条　地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第４表　債務負担行為」による。

　　（地方債）
第５条　地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第
　　　５表　地方債」による。

　　（一時借入金）
第６条　地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、2,000,000千円と定める。

　　（歳出予算の流用）
第７条　地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
　　(1) 各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

令和７年２月２５日提出

佐 倉 市 長 西 田 三 十 五

- 9 -

令和７年度　佐倉市一般会計予算

－ 9 －

























　第５表　地 方 債

(単位：千円)

西志津ふれあいセンター改修事業債 41,900

福祉避難所整備事業債（よもぎの園） 10,100

よもぎの園照明設備ＬＥＤ化ＥＳＣＯ事業債 15,400

保育園ＬＥＤ照明整備事業債 1,200

学童保育所ＬＥＤ照明整備事業債 1,200

健康管理センター照明設備ＬＥＤ化ＥＳＣＯ事業債 28,300

印旛広域水道用水供給事業出資債 66,100

佐倉草ぶえの丘照明設備ＬＥＤ化ＥＳＣＯ事業債 10,300

旧平井家住宅耐震等工事事業債 41,700

ふるさと広場水上デッキ整備事業債 6,400

橋梁維持事業債 50,400

道路改修事業債 110,400

幹線道路整備事業債 4,500

［一般会計］
- 21 -

普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

年5.0％以内
（ただし、利率
見直し方式で、
借り入れる政府
資金、地方公共
団体金融機構資
金について、利
率の見直しを行
った後において
は、当該見直し
後の利率）

政府資金及び地方公共団体金
融機構資金については、その
貸付条件により、銀行その他
の場合は、その債権者と協定
するものとする。ただし、市
財政その他の都合により据置
期間及び償還期限を短縮し、
又は繰上償還もしくは低利に
借換えすることができる。

起　　　　債　　　　の　　　　目　　　　的 限　　度　　額 起 債 の 方 法 利　　　率 償　還　の　方　法

－ 21 －
[一般会計]



- 22 -

(単位：千円)

緊急急傾斜地崩壊対策事業債 8,000

中志津北部調整池排水ポンプ場施設改修事業債 13,900

勝田川改修事業債 9,400

上小竹川改修事業債 63,000

臼井田Ⅰ－４２号線道路整備事業債 6,500

調整池施設改修事業債 28,600

生活道路整備事業債 322,100

ＪＲ佐倉駅自由通路改修事業債 3,400

道路維持管理事業債 28,500

公園整備事業債 46,500

岩名運動公園拡張整備事業債 74,400

高崎川右左岸ポンプ場施設改修事業債 97,300

緑地整備事業債 80,900

起　　　　債　　　　の　　　　目　　　　的 限　　度　　額 起 債 の 方 法 利　　　率 償　還　の　方　法

普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

年5.0％以内
（ただし、利率
見直し方式で、
借り入れる政府
資金、地方公共
団体金融機構資
金について、利
率の見直しを行
った後において
は、当該見直し
後の利率）

政府資金及び地方公共団体金
融機構資金については、その
貸付条件により、銀行その他
の場合は、その債権者と協定
するものとする。ただし、市
財政その他の都合により据置
期間及び償還期限を短縮し、
又は繰上償還もしくは低利に
借換えすることができる。

－ 22 －



ふるさと広場拡張整備事業債（都市構造再編集中支援事業補助金） 221,700

高崎川周辺災害防止対策事業債 9,300

佐倉城址公園整備事業債 28,300

公園施設維持管理事業債 60,000

公園・緑地園内照明設備ＬＥＤ化ＥＳＣＯ事業債 180,900

井野・酒々井線外１路線道路改良事業債 95,200

消防施設整備事業債 42,200

染井野小学校貯水槽改良事業債 14,400

中学校トイレ改良事業債（屋内運動場分） 33,000

根郷中学校貯水槽改良事業債 18,600

中央公民館施設改修事業債 12,600

1,886,600

［一般会計］
- 23 -

普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

年5.0％以内
（ただし、利率
見直し方式で、
借り入れる政府
資金、地方公共
団体金融機構資
金について、利
率の見直しを行
った後において
は、当該見直し
後の利率）

政府資金及び地方公共団体金
融機構資金については、その
貸付条件により、銀行その他
の場合は、その債権者と協定
するものとする。ただし、市
財政その他の都合により据置
期間及び償還期限を短縮し、
又は繰上償還もしくは低利に
借換えすることができる。

合　　　　　　　計

－ 23 －
[一般会計]





佐 倉 市 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 予 算



.



議案第２号

令和７年度佐倉市の国民健康保険特別会計予算は、次に定めるところによる。

　　（歳入歳出予算）
第１条 　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ16,940,242千円と定める。
２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　　（歳出予算の流用）
第２条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、
　　　次のとおりと定める。
　　(1) 保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

令和７年２月２５日提出

佐 倉 市 長 西 田 三 十 五

- 27 -

令和７年度　佐倉市国民健康保険特別会計予算

－ 27 －









佐倉市公共用地取得事業特別会計予算



.



議案第３号

令和７年度佐倉市の公共用地取得事業特別会計予算は、次に定めるところによる。

　　（歳入歳出予算）
第１条 　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ154千円と定める。
２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　　

令和７年２月２５日提出

佐 倉 市 長 西 田 三 十 五

- 33 -

令和７年度　佐倉市公共用地取得事業特別会計予算

－ 33 －









佐倉市農業集落排水事業特別会計予算



.



議案第４号

令和７年度佐倉市の農業集落排水事業特別会計予算は、次に定めるところによる。

　　（歳入歳出予算）
第１条 　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ20,937千円と定める。
２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　　

令和７年２月２５日提出

佐 倉 市 長 西 田 三 十 五

- 39 -

令和７年度　佐倉市農業集落排水事業特別会計予算

－ 39 －









.

佐 倉 市 介 護 保 険 特 別 会 計 予 算





議案第５号

令和７年度佐倉市の介護保険特別会計予算は、次に定めるところによる。

　　（歳入歳出予算）
第１条 　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ15,819,981千円と定める。
２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　　（債務負担行為）
第２条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表
      債務負担行為」による。

　　（歳出予算の流用）
第３条　地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
　　(1) 保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

令和７年２月２５日提出

佐 倉 市 長 西 田 三 十 五

- 45 -

令和７年度　佐倉市介護保険特別会計予算

－ 45 －









.

佐 倉 市 災 害 共 済 事 業 特 別 会 計 予 算





議案第６号

令和７年度佐倉市の災害共済事業特別会計予算は、次に定めるところによる。

　　（歳入歳出予算）
第１条 　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ5,040千円と定める。
２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　　

令和７年２月２５日提出

佐 倉 市 長 西 田 三 十 五

- 51 -

令和７年度　佐倉市災害共済事業特別会計予算

－ 51 －









佐 倉 市 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 予 算



.



議案第７号

令和７年度佐倉市の後期高齢者医療特別会計予算は、次に定めるところによる。

　　（歳入歳出予算）
第１条 　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ3,561,691千円と定める。
２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　　

令和７年２月２５日提出

佐 倉 市 長 西 田 三 十 五

- 57 -

令和７年度　佐倉市後期高齢者医療特別会計予算

－ 57 －









　

令　和　７　年　度

佐倉市予算に関する説明書





　 佐 倉 市 一 般 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（一般会計）

１  特　別　職 （単位：千円）

  職  員  数

　　　　　（人） 報　　酬 給   料
 期 末 手 当

 (年間支給率)
  地 域 手 当

そ   の   他
の   手   当

計

14,668

(4.55月分)

70,762

(4.55月分)

そ　　の　　他
の　特　別　職

1,850 129,624 0 0 0 0 129,624 749 130,373

計 1,881 285,147 29,520 85,430 2,716 295 403,108 49,975 453,083

14,346

(4.45月分)

69,207

(4.45月分)

そ　　の　　他
の　特　別　職

1,846 127,800 0 0 0 0 127,800 753 128,553

計 1,877 283,323 29,520 83,553 2,716 289 399,401 53,645 453,046

長　　　　　等 0 0 0 322 0 6 328 44 372

比
議　　　　　員 0 0 0 1,555 0 0 1,555 △ 3,710 △ 2,155

較

そ　　の　　他
の　特　別　職

4 1,824 0 0 0 0 1,824 △ 4 1,820

計 4 1,824 0 1,877 0 6 3,707 △ 3,670 37

7,285 54,484

給    与    費    明    細    書

区          分

　給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

 共 済 費 合    計

7,241 54,112

本
　
年
　
度

長　　　　　等 3 0 29,520 2,716 295 47,199

前
　
年
　
度

長　　　　　等 3 0 29,520 2,716

0 224,730

議　　　　　員 28 155,523 0 0 0

289 46,871

45,651 270,381

226,285 41,941 268,226

議　　　　　員 28 155,523 0 0

－ 410 －



２  一　般　職

（１）総　括 （単位:千円）

    職   員   数

（人）

本年度 1,517,896

前年度 1,502,581

比  較 15,315

職員数は一般職と会計年度任用職員の総数

〔職員手当の内訳〕                                                                       （単位:千円） 〔その他の内訳〕 （単位:千円）

区   分 地域手当
管 理 職
手    当

期末手当 勤勉手当 住居手当
時 間 外
勤務手当

通勤手当
休日勤務
手    当

管理職
特勤手当

区   分
総合事務

組合負担金

本年度 393,911 83,372 1,094,175 929,919 57,543 395,575 105,037 2,380 10,000 500 本年度 519,813 34,392

前年度 383,683 84,994 1,077,054 910,172 55,243 436,895 101,151 2,380 10,000 500 前年度 510,958 36,135

比  較 10,228 △ 1,622 17,121 19,747 2,300 △ 41,320 3,886 0 0 0 比  較 8,855 △ 1,743

※３節　職員手当等のうち、総合事務組合負担金、児童手当及び費用弁償（通勤費）は職員手当に含まれないため、別書き

84,078 42,070

5,376 18,275

扶養手当
特殊勤務
手    当

児童手当 費用弁償
通勤費

89,454 60,345

△ 25 △ 7,031 106,431 15,716 115,116 130,431

1,811 802,790 4,001,455 3,146,150 7,950,395 9,452,976

1,786 795,759 4,107,886 3,161,866 8,065,511 9,583,407

区     分
給            与               費

共　済　費 合     計
報      酬 給       料 職 員 手 当 計

－ 411 －



ア  常勤職員等（会計年度任用職員以外）

    職   員   数

（人）

本年度 946 ( 46 ) 1,320,170

前年度 953 ( 44 ) 1,312,885

比  較 △ 7 ( 2 ) 7,285

※括弧内は再任用職員を外書き

〔職員手当の内訳〕                                                                       （単位:千円） 〔その他の内訳〕（単位:千円）

区   分 地域手当
管 理 職
手    当

期末手当 勤勉手当 住居手当
時 間 外
勤務手当

通勤手当
休日勤務
手    当

管理職
特勤手当

区   分 児童手当

本年度 375,384 83,372 923,451 779,202 57,543 389,297 100,142 2,380 10,000 500 本年度 59,985

前年度 365,966 84,994 907,492 762,024 55,243 426,312 93,994 2,380 10,000 500 前年度 41,950

比  較 9,418 △ 1,622 15,959 17,178 2,300 △ 37,015 6,148 0 0 0 比  較 18,035

※３節　職員手当等のうち、児童手当は職員手当に含まれないため、別書き

イ  会計年度任用職員

（単位:千円）

    職   員   数

（人）

本年度 72 ( 722 ) 197,726

前年度 75 ( 739 ) 189,696

比  較 △ 3 ( △ 17 ) 8,030

※括弧内はパートタイム会計年度任用職員を外書き

〔職員手当の内訳〕 （単位:千円） 〔その他の内訳〕 （単位:千円）

区   分 地域手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

通勤手当
休日勤務
手    当

区分 児童手当
費用弁償
通勤費

本年度 18,527 150,717 6,278 4,895 0 本年度 360 34,392

前年度 17,717 148,148 10,583 7,157 0 前年度 120 36,135

比  較 810 2,569 △ 4,305 △ 2,262 0 比 較 240 △ 1,743

※３節　職員手当等のうち、児童手当及び費用弁償（通勤費）は職員手当に含まれないため、別書き

（単位:千円）

区     分
給            与               費

共　済　費 合     計
報      酬 給       料 職 員 手 当 計

0 3,906,518 2,810,725 6,717,243 8,037,413

0 3,808,915 2,792,983 6,601,898 7,914,783

0 97,603 17,742 115,345 122,630

扶養手当
特殊勤務
手    当

7,801

区     分
職 員 手 当

89,454

84,078

5,376

給            与               費
共　済　費 合     計

報      酬 給       料 計

201,368 351,141 1,348,268 1,545,994

802,790 192,540 353,167 1,348,497 1,538,193

795,759

170,724

169,562

1,162

△ 7,031 8,828 △ 229

期末手当

△ 2,026

－ 412 －



（２）報酬及び給料、職員手当の増減額の明細 （単位:千円）

区   分

  職 員 手 当 17,742

イ  会計年度任用職員分 △ 2,026

ア  常勤職員等 （単位:千円）

区   分

  職 員 手 当 給与改定等に伴う増分 54,757

時間外勤務手当縮減に伴う減分 △ 37,015

イ  会計年度任用職員 （単位:千円）

区   分

   報    酬 △ 7,031 ア  常勤職員等分 0

イ  会計年度任用職員分 △ 7,031

ア  常勤職員等分

  職 員 手 当 △ 2,026 給料月額引き上げ等に伴う増分 2,279

時間外勤務手当縮減に伴う減分 △ 4,305

増    減    額 増    減    事    由    別    内    訳  説            明 備             考

   給    料 8,828 給料月額引き上げ等に伴う増分 8,828

   報    酬

増    減    事    由    別    内    訳  説            明

   給    料 97,603 給料月額引き上げ等に伴う増分 97,603

   給    料 106,431 ア  常勤職員等分 97,603

イ  会計年度任用職員分 8,828

増    減    額 増    減    事    由    別    内    訳  説            明 備             考

備             考

17,742

15,716

増    減    額

△ 7,031 職員数の減等に伴う減分 △ 7,031

－ 413 －



（３）給料及び職員手当の状況

ア  職員１人当たり給与 （単位：円）

   平   均   給   料   月   額

令和7年1月1日現在    平   均   給   与   月   額

   平   均   年   齢    （歳）

   平   均   給   料   月   額

令和6年1月1日現在    平   均   給   与   月   額

   平   均   年   齢    （歳）

イ  初任給 （単位：円）

高     校     卒

　 保育士等 220,900
総合職 230,000
一般職 220,000

ウ  級別職員数

級 級

１  級 173 (0) 18.6 (0) １　級 0 (1) 0.0 (100.0)
２  級 145 (8) 15.6 (18.2) ２　級 3 （0） 100.0 (0)
３  級 292 (36) 31.5 (81.8)
４  級 141 (0) 15.2 (0)

令和7年1月1日現在 ５  級 100 (0) 10.8 (0)
６  級 54 (0) 5.8 (0)
７  級 23 (0) 2.5 (0)

合    計 928 (44) 100.0 (100.0) 合　　計 3 ( １ ) 100.0 (100.0)
１  級 169 (0) 18.2 (0) １　級 0 ( 1 ) 0.0 (100.0)
２  級 173 (7) 18.7 (14.6) ２　級 3 ( 0 ) 100.0 (0)
３  級 269 (41) 29.0 (85.4)
４  級 143 (0) 15.4 (0)

令和6年1月1日現在 ５  級 96 (0) 10.4 (0)
６  級 55 (0) 5.9 (0)
７  級 22 (0) 2.4 (0)

合    計 927 (48) 100.0 (100.0) 合　　計 3 (  1  ) 100.0 (100.0)
※括弧内は再任用職員を外書き

43.75

194,500

55.00

338,831

422,137

433,208

332,033

54.00

337,267
380,734

構   成   比  （％）
区         分

   職   員   数 （人）

一      般      行      政      職      等

職   員   数  （人）  構   成   比  （％）

技      能      労      務      職

44.05
329,028

区                      分 技   能   労   務    職一  般   行   政   職   等

375,801

区    　   分 一般行政職等 技能労務職
一  般  行  政  職

188,000

国   の   制   度

194,500

短　　大　　卒 210,600 201,000

大     学     卒 225,600

－ 414 －



（級別の基準となる職務）

７   級 ６   級 ５   級 ４   級 ３   級 ２   級 １   級

主 任 主 事 主 　 事

部     長  課     長 副　主　幹 主　　査 主　査　補  ･  ･

主 任 技 師 技 　 師

エ  昇給 （単位：人）

    職       員       数     〔Ａ〕

    昇 給 に 係 る 職 員 数 〔Ｂ〕

１号給

２号給

３号給

４号給

６号給

８号給以上

    比    率    〔Ｂ〕    ／    〔Ａ〕    （％）

    職       員       数     〔Ａ〕

    昇 給 に 係 る 職 員 数 〔Ｂ〕

１号給

２号給

３号給

４号給

６号給

８号給以上

    比    率    〔Ｂ〕    ／    〔Ａ〕    （％）

区         分

33.3%

946

754

3943

-

-

一  般  行  政  職  等 技   能   労  務   職

795

 一  般  行  政  職

区                   分 合        計
代     表     的    な    職    種

-

753 1

-

-

前
年
度

953

　　号給数別内訳

-

-

-
本
年
度 　　号給数別内訳

79.7%

-

-

-

-

-

- -

-

-

-

79.9%

3

- -

-

- -

-

83.4% 83.5% 66.7%

- -

-

- -

-

-

-

-

950

-

793 2

-

-

－ 415 －



オ  期末手当・勤勉手当 　　　　　　　　　　（単位：月分）

本年度 2.30 ( 1.20 ) 2.30 ( 1.20 ) 4.60 ( 2.40 )

前年度 2.250 ( 1.175 ) 2.250 ( 1.175 ) 4.50 ( 2.35 )

国  の 制  度 2.30 ( 1.20 ) 2.30 ( 1.20 ) 4.60 ( 2.40 )

※括弧内は再任用職員

カ  定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 　　　　　　　　　　（単位：月分）

２ ０ 年 ２ ５ 年 ３ ５ 年

勤 続 の 者 勤 続 の 者 勤 続 の 者

国  の  制  度

 （支 給 率 等）

キ  地域手当

　支 給 対 象 地 域

  支   給   率  （％） 9.2

  支 給 対 象 職 員 数 （人） 946 (46)

　国の指定基準に基づく支給率（％） 8

※括弧内は再任用職員を外書き

全     地     域

47.709

47.709

47.709

47.709

支  給  率　計

定年前早期退職特例措置（２％～４５％加算）

定年前早期退職特例措置（２％～４５％加算）

有

有

区      分

支  給  率  等 24.586875

区       分

最 高 限 度

支     給     期     別     支     給     率

24.586875

33.27075

33.27075

  職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

６       月 １ ２     月

そ  の  他  の  加  算  措  置  等 備　　　考

－ 416 －



ク  特殊勤務手当 　　　　　　　　 （単位：％）　

一  般  行  政  職  等 技　能　労　務　職

  給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.01 0.81

  支 給 対 象 職 員 の 比 率 2.6 25.0

 （令和7年1月1日現在 ）

   代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 税務特殊手当、福祉業務手当、防疫作業手当、土地買収交渉等手当、清掃作業手当、建築確認業務手当

ケ  その他の手当

区   　  分 国の制度との異同

扶  養  手  当 同　じ

区　　分 佐　倉　市

２親等内の親族所有の住居
は手当の対象外

上限（市内）28,000円
上限（市外）20,000円

自　宅 市内のみ支給（3,000円）

区    分 佐  倉  市

交通機関等 国に同じ 150,000円まで全額支給

通　勤　手　当 一部異なる

国

交通用具

普通自動車（2,000円～）
原動機付自転車等（2,000円
～）
自転車（2,000円～）
使用距離に応じて支給

使用距離に応じて支給（2,000円～31,600円）

―

住　居　手　当 異なる

国

賃　貸

別居している両親所有の住居を賃貸している場合にも手当を支給
※一定の条件あり。

上限28,000円

支給なし

 区                    分 全      職      種
代     表     的    な    職    種

0.01

2.7

差    異    の    内    容

－ 417 －
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　 特 別 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書

佐 倉 市 国 民 健 康 保 険



































































































（国民健康保険特別会計）

１  特　別　職 （単位：千円）

  職  員  数

　　　　　（人） 報　　酬 給   料
 期 末 手 当

 (年間支給率)
  地 域 手 当

そ   の   他
の   手   当

計

議　　　　　員

そ　　の　　他
の　特　別　職

14 214 214 214

計 14 214 214 214

議　　　　　員

そ　　の　　他
の　特　別　職

14 214 214 214

計 14 214 214 214

長　　　　　等

比
議　　　　　員

較

そ　　の　　他
の　特　別　職

0 0 0 0

計 0 0 0 0

給    与    費    明    細    書

区          分

　給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

 共 済 費 合    計

本
　
年
　
度

長　　　　　等

前
　
年
　
度

長　　　　　等

－ 502 －



２  一　般　職

（１）総　括 （単位:千円）

    職   員   数

（人）

本年度 0 ( 9 ) 1,239

前年度 0 ( 13 ) 2,210

比  較 0 ( △ 4 ) △ 971

※括弧内はパートタイム会計年度任用職員を外書き
※会計年度任用職員のみ
〔職員手当の内訳〕 （単位:千円） 〔その他の内訳〕 （単位:千円）

区   分 地域手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

通勤手当
休日勤務
手    当

区分 児童手当
費用弁償
通勤費

本年度 0 2,316 0 0 0 本年度 0 983

前年度 0 3,156 0 0 0 前年度 0 1,230

比  較 0 △ 840 0 0 0 比 較 0 △ 247

※３節　職員手当等のうち、児童手当及び費用弁償（通勤費）は職員手当に含まれないため、別書き

（２）報酬及び職員手当の増減額の明細 （単位:千円）

区   分  説            明 備             考

3,770

△ 1,014

2,756

△ 1,854 △ 6,968

期末手当

0

  職 員 手 当 △ 1,854 職員数の減に伴う減分 △ 1,854

増    減    額 増    減    事    由    別    内    訳

  報    酬

共　済　費 合     計
報      酬 給       料

△ 7,939

18,542 0 6,926 25,468

△ 5,114

区     分
給            与               費

27,678

職 員 手 当 計

13,428 0 5,072 18,500 19,739

△ 5,114 職員数の減に伴う減分 △ 5,114

－ 503 －





　 特 別 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書

佐 倉 市 公 共 用 地 取 得 事 業





















　 特 別 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書

佐 倉 市 農 業 集 落 排 水 事 業























（農業集落排水事業特別会計）
１  一 般 職

（１）総　括 （単位:千円）

    職   員   数

（人）

本　年　度 1 ( 0 ) 1,152

前　年　度 1 ( 0 ) 1,126

比  較 0 ( 0 ) 26

※括弧内は再任用職員を外書き
※常勤職員等のみ
〔職員手当の内訳〕 （単位:千円） 〔その他の内訳〕 （単位:千円）

区   分 地域手当 期末手当 区   分
総合事務

組合負担金

本年度 368 906 735 517 120 本年度 505

前年度 349 840 680 517 113 前年度 505

比  較 19 66 55 0 7 比  較 0

※３節　職員手当等のうち、総合事務組合負担金及び児童手当は職員手当に含まれないため、別書き

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区   分

195

  職 員 手 当 165

   給    料 195

165

       説            明増    減    事    由    別    内    訳

7,4126,286

児童手当

6,646

0 3,667 2,619

勤勉手当
時 間 外
勤務手当

0 195 165 360 386

（単位:千円）

         備             考

報      酬 給       料

7,798

給料月額引き上げ等に伴う増分

3,862 2,7840

18

給    与    費    明    細    書

職 員 手 当
合     計

給            与               費

計
共　済　費区     分

扶養手当

120

138

増    減    額

通勤手当

165

180

△ 15

給与改定等に伴う増分

－ 526 －



（３）給料及び職員手当の状況

ア  職員１人当たり給与 （単位：円）

   平   均   給   料   月   額

令和７年１月１日現在    平   均   給   与   月   額

   平   均   年   齢    （歳）

   平   均   給   料   月   額

令和６年１月１日現在    平   均   給   与   月   額

   平   均   年   齢    （歳）

イ  初任給 （単位：円）

高     校     卒

総合職 230,000
一般職 220,000

ウ  級別職員数

級

１  級 0 (  0  ) 0.0 (  0  )
２  級 0 (  0  ) 0.0 (  0  )
３  級 1 (  0  ) 100.0 (  0  )
４  級 0 (  0  ) 0.0 (  0  )

令和７年１月１日現在 ５  級 0 (  0  ) 0.0 (  0  )
６  級 0 (  0  ) 0.0 (  0  )
７  級 0 (  0  ) 0.0 (  0  )

合    計 1 (  0  ) 100.0 (  0  )
１  級 0 (  0  ) 0.0 (  0  )
２  級 0 (  0  ) 0.0 (  0  )
３  級 1 (  0  ) 100.0 (  0  )
４  級 0 (  0  ) 0.0 (  0  )

令和６年１月１日現在 ５  級 0 (  0  ) 0.0 (  0  )
６  級 0 (  0  ) 0.0 (  0  )
７  級 0 (  0  ) 0.0 (  0  )

合    計 1 (  0  ) 100.0 (  0  )
※括弧内は再任用職員を外書き

38.00
300,000

区    　   分 一   般   行   政   職　等

区         分
   職   員   数 （人）

一      般      行      政      職      等

  構   成   比  （％）

37.00

194,500

区                      分 一  般   行   政   職   等

317,000
357,084

大     学     卒 225,600

国   の   制   度

一  般  行  政  職

188,000

338,520

－ 527 －



（級別の基準となる職務）

７   級 ６   級 ５   級 ４   級 ３   級 ２   級 １   級

主 任 主 事 主 　 事

部     長  課     長 副　主　幹 主　　査 主　査　補  ･  ･

主 任 技 師 技 　 師

エ  昇給 （単位：人）

    職       員       数     〔Ａ〕

    昇 給 に 係 る 職 員 数 〔Ｂ〕

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給

６号給

    比    率    〔Ｂ〕    ／    〔Ａ〕    （％）

    職       員       数     〔Ａ〕

    昇 給 に 係 る 職 員 数 〔Ｂ〕

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給

６号給

    比    率    〔Ｂ〕    ／    〔Ａ〕    （％）

区         分

1

1

-

 一  般  行  政  職

区                   分 合        計

-

-

前
年
度

1

-本
年
度 　　号給数別内訳

100.0%

-

-

-

1

100.0%

-

-

-
　　号給数別内訳

-

-

－ 528 －



オ  期末手当・勤勉手当 　　　　　　　　　　（単位：月分）

本　年　度 2.30 ( 1.20 ) 2.30 ( 1.20 ) 4.60 ( 2.40 )

前　年　度 2.250 ( 1.175 ) 2.250 ( 1.175 ) 4.50 ( 2.35 )

国  の 制  度 2.30 ( 1.20 ) 2.30 ( 1.20 ) 4.60 ( 2.40 )

※括弧内は再任用職員

カ  定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 　　　　　　　　　　（単位：月分）

２ ０ 年 ２ ５ 年 ３ ５ 年

勤 続 の 者 勤 続 の 者 勤 続 の 者

国  の  制  度

 （支 給 率 等）

キ  地域手当

　支 給 対 象 地 域

  支   給   率  （％） 9.2

  支 給 対 象 職 員 数 （人） 1

　国の指定基準に基づく支給率（％） 8

24.586875

33.27075

33.27075

  職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

６       月 １ ２     月

そ  の  他  の  加  算  措  置  等 備　　　考区      分

支  給  率  等 24.586875

区       分

最 高 限 度

支     給     期     別     支     給     率

全     地     域

47.709

47.709

47.709

47.709

支  給  率　計

定年前早期退職特例措置（２％～４５％加算）

定年前早期退職特例措置（２％～４５％加算）

有

有

－ 529 －



ク  特殊勤務手当 　　　　　　　　 （単位：％）　

  給 料 総 額 に 対 す る 比 率

  支 給 対 象 職 員 の 比 率

 （令和7年1月１日現在 ）

   代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 

ケ  その他の手当

区   　  分 国の制度との異同

扶  養  手  当 同　じ

区　　分 佐　倉　市

２親等内の親族所有の住居
は手当の対象外

上限（市内）28,000円
上限（市外）20,000円

自　宅 市内のみ支給（3,000円）

区    分 佐  倉  市

交通機関等 国に同じ 150,000円まで全額支給

通　勤　手　当 一部異なる

交通用具

普通自動車（2,000円～）
原動機付自転車等（2,000円
～）
自転車（2,000円～）
使用距離に応じて支給

使用距離に応じて支給（2,000円～31,600円）

国

賃　貸

別居している両親所有の住居を賃貸している場合にも手当を支給
※一定の条件あり。

支給なし

上限28,000円

差    異    の    内    容

国

―

住　居　手　当 異なる

 区                    分 全      職      種

-

-

-

－ 530 －



　　
　 特 別 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書

佐 倉 市 介 護 保 険































































































（介護保険特別会計）

１  特　別　職 （単位：千円）

給   料

本
長　　　　　等

年
議　　　　　員

度

そ　　の　　他
の　特　別　職

70 30,108 30,108 30,108

計 70 30,108 30,108 30,108

前
長　　　　　等

年
議　　　　　員

度

そ　　の　　他
の　特　別　職

70 29,286 29,286 29,286

計 70 29,286 29,286 29,286

長　　　　　等

比
議　　　　　員

較

そ　　の　　他
の　特　別　職

0 822 822 822

計 0 822 822 822

給    与    費    明    細    書

区          分 合    計職  員  数

（人） 報　　酬
 期 末 手 当

 (年間支給率)
  地 域 手 当

そ   の   他
の   手   当

計

　給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

 共 済 費

－ 578 －



２  一　般　職

（１）総　括 （単位:千円）

    職   員   数

（人）

本年度 54,524

前年度 51,765

比  較 2,759

職員数は一般職と会計年度任用職員の総数

〔職員手当の内訳〕                                                                       （単位:千円） 〔その他の内訳〕 （単位:千円）

区   分 地域手当
管 理 職
手    当

期末手当 勤勉手当 住居手当
時 間 外
勤務手当

通勤手当
休日勤務
手    当

管理職
特勤手当

区   分
総合事務

組合負担金

本年度 12,604 798 40,155 34,024 2,541 16,600 3,735 0 0 0 本年度 19,474 3,169

前年度 11,859 798 36,765 31,051 2,422 14,659 3,458 0 0 0 前年度 16,672 3,109

比  較 745 0 3,390 2,973 119 1,941 277 0 0 0 比  較 2,802 60

※３節　職員手当等のうち、総合事務組合負担金、児童手当及び費用弁償（通勤費）は職員手当に含まれないため、別書き

区     分
給            与               費

共　済　費 合     計
報      酬 給       料 職 員 手 当 計

64 56,099 134,600 111,945 302,644 357,168

63 53,335 126,628 102,482 282,445 334,210

1,320

1 2,764 7,972 9,463 20,199 22,958

1,470 0

18 1,320

扶養手当
特殊勤務
手    当

児童手当 費用弁償
通勤費

1,488

－ 579 －



ア  常勤職員等（会計年度任用職員以外）
（単位:千円）

    職   員   数

（人）

本年度 33 ( 3 ) 44,531

前年度 32 ( 3 ) 42,552

比  較 1 ( 0 ) 1,979

※括弧内は再任用職員を外書き

〔職員手当の内訳〕                                                                       （単位:千円） 〔その他の内訳〕（単位:千円）

区   分 地域手当
管 理 職
手    当

期末手当 勤勉手当 住居手当
時 間 外
勤務手当

通勤手当
休日勤務
手    当

管理職
特勤手当

区   分 児童手当

本年度 12,604 798 30,585 25,890 2,541 16,600 3,735 0 0 0 本年度 1,320

前年度 11,859 798 28,386 23,966 2,422 14,659 3,458 0 0 0 前年度 0

比  較 745 0 2,199 1,924 119 1,941 277 0 0 0 比  較 1,320

※３節　職員手当等のうち、児童手当は職員手当に含まれないため、別書き

イ  会計年度任用職員

（単位:千円）

    職   員   数

（人）

本年度 0 ( 28 ) 9,993

前年度 0 ( 28 ) 9,213

比  較 0 ( 0 ) 780

※括弧内はパートタイム会計年度任用職員を外書き

〔職員手当の内訳〕 （単位:千円） 〔その他の内訳〕

区   分 地域手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

通勤手当
休日勤務
手    当

区分 児童手当
費用弁償
通勤費

本年度 0 8,134 0 0 0 本年度 0 3,169

前年度 0 7,085 0 0 0 前年度 0 3,109

比  較 0 1,049 0 0 0 比 較 0 60

※３節　職員手当等のうち、児童手当及び費用弁償（通勤費）は職員手当に含まれないため、別書き

区     分
給            与               費

共　済　費 合     計
報      酬 給       料 職 員 手 当 計

0 134,600 94,241 228,841 273,372

0 126,628 87,018 213,646 256,198

0 7,972 7,223 15,195 17,174

扶養手当
特殊勤務
手    当

5,784

区     分
職 員 手 当

1,488

1,470

18

給            与               費
共　済　費 合     計

報      酬 給       料 計

0 17,704 73,803 83,796

53,335 0 15,464 68,799 78,012

56,099

9,570

8,379

1,191

2,764 0 5,004

期末手当

2,240

－ 580 －



（２）報酬及び給料、職員手当の増減額の明細 （単位:千円）

区   分

  職 員 手 当

イ  会計年度任用職員分 2,240

ア  常勤職員等 （単位:千円）

区   分

  職 員 手 当 給与改定等に伴う増分 7,223

イ  会計年度任用職員 （単位:千円）

区   分 増    減    額 増    減    事    由    別    内    訳  説            明 備             考

  職 員 手 当 2,240 勤務条件変更に伴う増分 2,240

イ  会計年度任用職員分 0

増    減    事    由    別    内    訳  説            明

   給    料 7,972 給料月額引き上げ等に伴う増分 7,972

増    減    額 増    減    事    由    別    内    訳  説            明 備             考

備             考

   給    料 7,972 ア  常勤職員等分 7,972

7,223

9,463

増    減    額

ア  常勤職員等分 7,223

   報    酬 2,764 ア  常勤職員等分 0

イ  会計年度任用職員分 2,764

   報    酬 2,764 勤務条件変更に伴う増分 2,764

－ 581 －



（３）給料及び職員手当の状況

ア  職員１人当たり給与 （単位：円）

   平   均   給   料   月   額

令和7年1月1日現在    平   均   給   与   月   額

   平   均   年   齢    （歳）

   平   均   給   料   月   額

令和6年1月1日現在    平   均   給   与   月   額

   平   均   年   齢    （歳）

イ  初任給 （単位：円）

高     校     卒

総合職 230,000
一般職 220,000

ウ  級別職員数

級

１  級 12 (  0  ) 31.6 (  0  )
２  級 6 (  0  ) 15.8 (  0  )
３  級 10 (  2  ) 26.3 (100.0)
４  級 7 (  0  ) 18.4 (  0  )

令和7年1月1日現在 ５  級 2 (  0  ) 5.3 (  0  )
６  級 1 (  0  ) 2.6 (  0  )
７  級 0 (  0  ) 0.0 (  0  )

合    計 38 (  2  ) 100.0 ( 100.0 )
１  級 10 (  0  ) 30.3 (  0  )
２  級 6 (  0  ) 18.2 (  0  )
３  級 8 (  3  ) 24.2 (100.0)
４  級 6 (  0  ) 18.2 (  0  )

令和6年1月1日現在 ５  級 2 (  0  ) 6.1 (  0  )
６  級 1 (  0  ) 3.0 (  0  )
７  級 0 (  0  ) 0.0 (  0  )

合    計 33 (  3  ) 100.0 ( 100.0 )
※括弧内は再任用職員を外書き

43.82
307,680

区    　   分 一   般   行   政   職　等

区         分
   職   員   数 （人）

一      般      行      政      職      等

  構   成   比  （％）

42.00

194,500

区                      分 一  般   行   政   職   等

323,973
407,571

大     学     卒 225,600

国   の   制   度

一  般  行  政  職

188,000

390,961

－ 582 －



（級別の基準となる職務）

７   級 ６   級 ５   級 ４   級 ３   級 ２   級 １   級

主 任 主 事 主 　 事

部     長  課     長 副　主　幹 主　　査 主　査　補  ･  ･

主 任 技 師 技 　 師

エ  昇給 （単位：人）

    職       員       数     〔Ａ〕

    昇 給 に 係 る 職 員 数 〔Ｂ〕

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給

６号給

    比    率    〔Ｂ〕    ／    〔Ａ〕    （％）

    職       員       数     〔Ａ〕

    昇 給 に 係 る 職 員 数 〔Ｂ〕

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給

６号給

    比    率    〔Ｂ〕    ／    〔Ａ〕    （％） 87.5%

-

-

-

-本
年
度 　　号給数別内訳

81.8%

-

-

28

 一  般  行  政  職

区                   分 合計

-

-

前
年
度

-
　　号給数別内訳

-

32

区         分

33

27

-

-

－ 583 －



オ  期末手当・勤勉手当 　　　　　　　　　　（単位：月分）

本　年　度 2.30 ( 1.20 ) 2.30 ( 1.20 ) 4.60 ( 2.40 )

前　年　度 2.250 ( 1.175 ) 2.250 ( 1.175 ) 4.50 ( 2.35 )

国  の 制  度 2.30 ( 1.20 ) 2.30 ( 1.20 ) 4.60 ( 2.40 )

※括弧内は再任用職員

カ  定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 　　　　　　　　　　（単位：月分）

２ ０ 年 ２ ５ 年 ３ ５ 年

勤 続 の 者 勤 続 の 者 勤 続 の 者

国  の  制  度

 （支 給 率 等）

キ  地域手当

　支 給 対 象 地 域

  支   給   率  （％） 9.2

  支 給 対 象 職 員 数 （人） 33 (3)

　国の指定基準に基づく支給率（％） 8

※括弧内は再任用職員を外書き

全     地     域

47.709

47.709

47.709

47.709

支  給  率　計

定年前早期退職特例措置（２％～４５％加算）

定年前早期退職特例措置（２％～４５％加算）

有

有

区      分

支  給  率  等 24.586875

区       分

最 高 限 度

支     給     期     別     支     給     率

24.586875

33.27075

33.27075

  職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

６       月 １ ２     月

そ  の  他  の  加  算  措  置  等 備　　　考

－ 584 －



ク  特殊勤務手当 　　　 （単位：％）　

  給 料 総 額 に 対 す る 比 率

  支 給 対 象 職 員 の 比 率

 （令和7年1月１日現在 ）

   代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 

ケ  その他の手当

区   　  分 国の制度との異同

扶  養  手  当 同　じ

区　　分 佐　倉　市

２親等内の親族所有の住居
は手当の対象外

上限（市内）28,000円
上限（市外）20,000円

自　宅 市内のみ支給（3,000円）

区    分 佐  倉  市

交通機関等 国に同じ 150,000円まで全額支給

通　勤　手　当 一部異なる

差    異    の    内    容

住　居　手　当 異なる

国

賃　貸

別居している両親所有の住居を賃貸している場合にも手当を支給
※一定の条件あり。

上限28,000円

支給なし

福祉業務手当

国

交通用具

普通自動車（2,000円～）
原動機付自転車等（2,000円
～）
自転車（2,000円～）
使用距離に応じて支給

使用距離に応じて支給（2,000円～31,600円）

 区                    分 全      職      種

0.004

―

5.0

－ 585 －





　　
　

佐 倉 市 災 害 共 済 事 業

特 別 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書



























（災害共済事業特別会計）

１  特　別　職 （単位：千円）

給   料

本
長　　　　　等

年
議　　　　　員

度

そ　　の　　他
の　特　別　職

2 16 16 16

計 2 16 16 16

前
長　　　　　等

年
議　　　　　員

度

そ　　の　　他
の　特　別　職

2 16 16 16

計 2 16 16 16

長　　　　　等

比
議　　　　　員

較

そ　　の　　他
の　特　別　職

0 0 0 0

計 0 0 0 0

　給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

 共 済 費

給    与    費    明    細    書

区          分 合    計  職  員  数

　　　　　（人） 報　　酬
 期 末 手 当

 (年間支給率)
  地 域 手 当

そ   の   他
の   手   当

計

－ 600 －



　

佐 倉 市 後 期 高 齢 者 医 療

特 別 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書







































（後期高齢者医療特別会計）

１  一　般　職

（１）総　括 （単位:千円）

    職   員   数

（人）

本年度 0 ( 1 ) 375

前年度 0 ( 1 ) 364

比  較 0 ( 0 ) 11

※括弧内はパートタイム会計年度任用職員を外書き
※会計年度任用職員のみ
〔職員手当の内訳〕 （単位:千円） 〔その他の内訳〕 （単位:千円）

区   分 地域手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

通勤手当
休日勤務
手    当

区分 児童手当
費用弁償
通勤費

本年度 0 283 0 0 0 本年度 0 105

前年度 0 262 0 0 0 前年度 0 105

比  較 0 21 0 0 0 比 較 0 0

※３節　職員手当等のうち、児童手当及び費用弁償（通勤費）は職員手当に含まれないため、別書き

（２）報酬及び職員手当の増減額の明細 （単位:千円）

区   分

区     分
給            与               費

2,496

職 員 手 当 計

1,646 0 620 2,266 2,641

共　済　費 合     計
報      酬 給       料

145

1,558 0 574 2,132

88 0 46 134

  職 員 手 当 46 勤務条件変更による増分 46

  報    酬

給    与    費    明    細    書

増    減    額 増    減    事    由    別    内    訳  説            明 備             考

312

25

期末手当

337

88 勤務条件変更による増分 88

－ 620 －


